
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１１３０１

基盤研究(C)（一般）

2015～2012

震災後の東北における地域再編と結婚移民女性の社会参画に関する文化人類学的考察

Anthropological Study of Social Participation of Marriage Migrant Women and Local 
Restructuring after the Disaster in the Northeast Japan

３０５４６６２７研究者番号：

李　善姫（LEE, Sunhee）

東北大学・東北アジア研究センター・教育研究支援者

研究期間：

２４５２０９０８

平成 年 月 日現在２８   ５ ２６

円     2,400,000

研究成果の概要（和文）：　本研究は、東日本大震災後、被災地における結婚移住女性の調査を通して、多様化と階層
化している結婚移住女性の現状と、彼女らの社会参画における資源の乏しさを明らかにした。調査結果分析を通して、
移住女性の社会的適応に必要な条件として日本社会は個人的リレーションシップに基づく人間関係と滞在日数に比例す
る日本語力が要求されているが、いかなる社会的ケアがない中で、移住女性本人が二つの社会的資源を獲得することが
極めて難しく、結果的に孤立や放浪のステージにとどまる例が多いことが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This research presented survey information on the state of marriage migrant women 
living in the affected areas following the Great East Japan Earthquake including the diversity of 
experiences, differing levels of integration into society, and differential access of the women to 
essential resources. Many foreigners living in the coastal areas of Tohoku are migrant women who married 
through introductions or o-miai arrangements.
Following the events of 3.11, migrant women have begun to from their own community organizations and to 
increasingly participate in the local community. However, many migrant women remain isolated and 
vulnerable. What factors constitute their vulnerability? Through the lens of the women’s earthquake 
experiences, the goal of this research will be to raise important questions about the ongoing challenges 
in Japan of integrating gender and diversity.

研究分野： 文化人類学
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１．研究開始当初の背景 
東北地方で結婚移民女性（いわば外国人花

嫁）を受け入れたのは、すでに 30 年前のこ
とである。しかし、この 30 年間の間、結婚
移民女性達がそれぞれの地域社会と適切な
関係性を構築し、社会の構成員として統合さ
れているとは言いかたい。結婚移民女性のス
トレスや孤立的状況に関しては、すでに多く
の先行研究で指摘をされてきた[桑山 1993/
武田 2011 など]。 
平成 18 年 3 月、総務省が各地方公共団体

に策定を推奨した「地域における多文化共生
推進プラン」により、ここ数年は東北地域で
も様々な「多文化共生」施策が行われてきた
が、結婚移民女性の直接的なエンパワーメン
トに繋がるような試みはあまり見うけられ
なかったのが現状である。中でも中国や韓国
出身の結婚移民女性は、結婚と共に日本名を
使用、普段の生活では完全に不可視化された
存在となっていた。 
そのような中、今回の震災が起きた。震災

によって、多くの結婚移民女性は本国に避難
をするなど、今まで自分を不可視化してきた
こととは異なる動きを見せることになった。
震災は、地域社会内で不可視化されていた結
婚移民女性達の「外国人性」を可視化したの
である。本研究は、結婚移民女性の震災後の
動向を文化人類学的に参与観察し、震災後の
地域再編の中で移住女性たちがどのように
社会に参画し、社会の構成員として承認され
ていくのかを考察、またその過程の中でどん
な資源が必要となるのかを分析する。 

 
２．研究の目的 
本研究は、東日本大震災以降、東北の地域

再編の中で、結婚移民女性の生活がどのよう
に変化し、地域社会に参画していくのかを考
察することで、結婚移民女性のエンパワーメ
ントの可能性と地域の中での新たな共生の
可能性を同時に提示することを目的とする。
本研究を通して以下、三つの点を明確にする
ことを試みる 

 
(1)地域社会と結婚移民女性の在り方を提示 
今回の大震災は、東北の農漁村地域におい

て大きな社会変動のファクターとなってい
る。地域には、元住民の他、新しく入居して
きた被災地地域の住民や外部のボランティ
アなど、様々な外部者が増えている。震災を
きっかけに新たなコミュニティ再建が問わ
れている中、結婚移民女性の存在は、どこに
どのように位置づけられているのかを明ら
かする必要性がある。それぞれのケース分析
を通して、今後の地域社会と結婚移民女性の
在り方を問い、地域社会内の「多文化共生」
への可能性を提示する。 
 
(2)地域内の結婚移民女性の自助組織形成過
程とその余波を記録・分析 
東北地方の結婚移民女性に関連して最も問

題となってきたのが、「自助グループ」の欠
如があった。中国や韓国出身者の場合は、三
三五五の親しい関係はあるにしても、「自助
グループ」と言える組織は存在していない。
一方、フィリピン出身の女性達の場合は、地
域的なネットワークは存在してきたが、それ
が社会組織として機能する事はなく、緩やか
な親睦集まりに過ぎなかった。ところが、今
回の震災によって、自助組織活性化の動きが
ある。特にこの動きは、フィリピン女性の間
で起きており、彼女らの自助組織の活性化は、
今後結婚移民女性の利益を代弁する上で有
効な社会的アクションとして捉えることが
できる。しかし、地域では、これらの自助組
織の結成を懸念する声もある。特に、地元の
関係者からは、特定のエスニック・グループ
のみの活動に、今後結婚移民女性間のコンフ
リクトや支援格差の状況が生まれることへ
の憂慮がある。今後、これらの動きを記録・
分析することで、結婚移民女性の地域社会参
画における地域社会のスタンスと結婚移民
女性達のスタンスの違いを明らかにし、その
解決点を探る議論への土台とする。 
 
(3)個々人のエンパワーメントと社会内の共
生の可能性を探る 
これらの考察を通して、これまでの東北地方
（主に宮城地域）における「多文化共生」の
事業を再検討し、地域における元の住民と結
婚移民女性の関係づくりの可能性、結婚移民
女性のエンパワーメントの可能性を共に提
示するのが、本研究の最終目標である。 
 
３．研究の方法 
本研究は、震災の経験が以降結婚移民女性

の地域生活と自助グループの組織化にどの
ような変化をもたらしたのかを明らかにす
る実証的研究であり、主に宮城県北部の石巻、
南三陸、気仙沼の津波被災地域の参与観察を
行う。当該地域の結婚移民女性は、主に中国
と韓国、フィリピン出身のアジア系であり、
その多くは仲介によるお見合い結婚である。 
 
(1)「多文化共生」体制と結婚移民女性の関わ
りを把握できるデータの収集 
被災地域の国際交流協会と日本語教室、又

はボランティア組織といった既存の結婚移
民女性との関わりが深い地域の組織を中心
に、どのような施策を行っているのかを調査
し、それに結婚移民女性がどのように関わっ
てきたのかを分析する。 
 
(2)結婚移民女性の震災体験と生活再建に関
する事例を収集 
普段からの地域コミュニティとの関係性

と震災時における地域との関わりを聞き取
り調査する。調査対象は、結婚移民女性とそ
の家族とし、震災を通しての結婚移民女性の
ニーズを把握し、地域社会との関わりを明確
にする。 



(3)震災後の外部支援組織との関わりに関す
る調査 
震災後、被災地には多くの支援団体やボラ

ンティアが関わっている。マイノリティや弱
者に対する NPO などの支援を落合は「媒介
力」と言う（落合 2007）。今回の震災では、
外部団体の「媒介力」が充分に発揮されてい
るのかを結婚移民女性と外部の支援組織と
の関わりの中で検証する。 
 
(4)アンケート調査の実施 
震災前後の地域社会と結婚移民女性との

関わりとその意識変化に関するアンケート
調査を実施して、被災地の結婚移住女性の実
態把握と今後の防災に役立つための多文化
共生を提示する。 
 

４．研究成果 
(1)不視化されていた結婚移住女性達の調査
を行う 
調査者李は、以前から東北地域の結婚移住

女性達の不可視化を指摘してきた[李善姫 
2012a／2012c]。災害は、この問題の深刻さ
も改めて浮彫にした。災害以降、各地域の国
際交流協会と各国大使館は、自国出身の人々
の安否確認を行った。特に大使館経由の安否
確認は、外国人の本名を使う。しかし、東北
に住む韓国・中国の結婚移住女性のほとんど
は通称名を使っている。親しい関係である外
国人同士でさえ、お互いの本名を知らない。
すなわち、本名で外国人女性の安否を確認す
ることは、非常に困難なことだったのである。 
被災地の移住女性達の被災状況と社会的ニ
ーズはなんなのか。それを知るためには、結
婚移住女性の生活状況を知る必要がある。し
かし、これまで日本では結婚移住女性の生活
状況がわかるデータは殆ど存在しなかった
のが事実である。 
震災後、調査者を含む研究・支援グループ

（外国人被災者支援センター）は、被災地の
移住女性達の被災状況と社会的ニーズを知
るため、宮城県石巻市(調査実施年度2012年)
と気仙沼市（2013 年）で 20 才以上の在留外
国人に対するアンケート調査を行った。結果、
石巻市で92人（20歳以上の外国人400人中）、
気仙沼市では 72 人（同 249 人中）から回答
を得た。対象者のおよそ 85％以上が結婚移住
女性であることから、アンケートの分析結果
の多くは、移住女性の現状としてとらえても
無理がないと言えるだろう。さて、その結果
の中でいくつかの項目を簡単に紹介する 。 
 当事者も配偶者も非正規雇用の場合が

多く、非常時において仕事を失いやすい
ということが言える。 

 配偶者と外国籍住民の平均年齢差が高
く、移住女性が将来的に家計維持者にな
る可能性が高い。または一人暮らしにな
る可能性が高い。 

 移住女性の日本語能力には非常に問題
がある。滞在年数に比例して、話す能力

は身に付くが、読む能力や書く能力は伸
びない。特に漢字の読み書きに問題があ
る人が多い。 

 発災後の情報収集は、同国出身者のネッ
トワークに大きく依存していると言え
る。気仙沼でのアンケート調査結果のみ
であるが、震災情報の主な収集経路にお
いて、同国出身者からの情報提供を最も
多く利用しており、次に宗教団体からの
情報利用が多かった。行政や日本の他機
関での多言語情報にアクセスした人は
少なかった。 

 日本語教室や外国人支援団体の教室や
行事への参加に関する調査では、石巻で
は 50％以上が全く参加した事がないと
答え、気仙沼では 40％強が同じく答えた。
他方、積極的に参加している項目でもっ
とも多かったのは、子供の幼稚園や学校
行事であった。 

以上の調査結果から、日頃から移住女性の就
労状態や家族関係の脆弱性が見えてきた。不
安定な経済状況と夫婦間の高い年齢差に対
し、移住女性達は日本で生きるための基本的
な社会資本である日本語力が欠けているこ
と、日本語教室や地域行事などの地域民との
交流においてもおよそ半分の女性は参加し
ていないことなどである。 
乏しい日本語力は、災害時に彼女らが情報

弱者になりやすいことを示しているのみな
らず、社会で自立する基本資源の欠如を現し
ている。移住女性の世帯経済状況も平均的に
はあまりよくなく、非常時には貧困に陥りや
すい層になっていることが言える。しかしな
がら、移住者の社会適応のために行政が特別
サービスを提供する義務はなく、すべてが
個々人に任せられている。その結果、結婚移
住者の多くは、生活の中で日本語を学習する
ことになる。従って、滞在年数を重ねるうち
に、日常生活の日本語はできるようになって
いても、読み書きができない人が多い。日本
語スキールが低いため、非常時には再就職も
難しいのが、今回の震災で大きくクローズア
ップされた問題であった。これまで日本政府
及び地方自治体は、脆弱層の彼女らを放置し
てきたのである。 
 
(2)横のつながりの形成 
 震災後、被災地ではまた新たな動きが出て
きた。それがエスニック・グループの組織化
である。震災前、東北では日本語教室を通じ
て、日本人の先生と外国人女性がつながる縦
の関係はあったが、外国人女性同士が助け合
う横のつながりはなかなか形成されなかっ
た。ただ、フィリピン女性の間では、緩いネ
ットワークはあったが、それは自助組織とま
で言える関係ではなく、親睦が主な目的だっ
た。地域では、外国人女性、しかも出身者国
の同じ人が集まると、偏見などからいろいろ
言われることがあったと言う。地域で自分た
ちの存在を可視化し、権利主張をするために



も横のつながりは大切なものだけど、前章で
言及した、移住女性に対するステレオタイプ
や偏見を避けようとする女性たちは、あまり
横のつながりを持たなかったのが事実であ
る。 
自分たちの存在を可視化することの困難と
ジレンマ。その中で、震災後、最初に横のつ
ながりを組織化し始めたのがフィリピン人
女性たちであった。大船渡、気仙沼、南三陸、
仙台、福島県のいわき市……。これらの地域
では一早くフィリピン女性たちのコミュニ
ティが作られた。 
以後、フィリピン人女性の動きに刺激をう

け、中国出身の移住女性たちもネットワーク
をつくっている。福島では、須賀川の継承語
教室の「つばさ日中ハーフの会」が、いわき
では自助組織の「心ノ橋」が作られた。宮城
県では、「同舟会」という中国出身移住女性
の親睦団体が設立された。 
また、石巻市では、韓国出身の女性が立ち

上げたＮＰＯが、被災地域の独居老人の見回
り企画を実施したり、被災地子どもの学習支
援を行ったりと地域内で著しい活躍をする
ことになった。さらに、石巻市で外国語相談
窓口を担当していた移住女性たちによって、
「ハッピーママ」というグループが結成され、
移住女性間の情報交換、交流の場づくりなど
の活動を行った。 
このような被災地のエスニック・グループ

の「横のつながり」は、たしかに移住女性た
ちの社会参画に大きな一歩となった。先述し
た「福島ハワクカマイ」の K氏は、グループ
の活動によって「ようやく地域で認められた
一員になったような気がする」と言った。結
婚で来日して 24 年になり、息子・娘を育て
てきた土地であるが、これまでは何となく自
分の居場所である気にはならなかったので
ある。 
 
(3)移住女性の多様化と階層化 
他方で、本調査では、震災で見える存在と

なった移住女性と、相変わらず見えない存在
として耐え続けている移住女性がいる事も
明らかになった。その差は何なのか。その差
を分りやすく論じるため、次のような類型モ
デルを考えられる（図１）。類型を分ける基
準として、日本社会で活躍できる資源として
日本語力（X 軸）とリレーションシップ（つ
ながり）力（Y 軸）を上げられる。特に東北
においては、移住女性が外につながるために
は、絶対的と言ってもいいほど日本語力が必
要である。特に農漁村地域では、日本語（し
かも方言）でのコミュニケーションが唯一の
意思疎通になる。もちろん、先述したように
多くの移住女性の日本語力は、生活の中での
学習であるから、日本語力はほぼ滞在年数の
長さに比例すると言ってもよいだろう。現に、
今回被災各地で作られた移民コミュニティ
のリーダーのほとんどは、平均 20 年ぐらい
滞在経歴がある移住女性である。彼女らは、

日本での子育ての経験があるなど、日本文化
にも精通している。岩手県大船渡市のあるコ
ミュニティ・リーダーは、「23 年間、自分の
国の言葉はあまり使っていない。家でも子ど
もに正しい日本語を使わせるために、私は母
語をほとんど使っていなかった。震災後、コ
ミュニティを作った今が一番母語を使って
いる」と話す。 
もう一つの資源は、リレーションシップ（つ
ながり）の力である。ここで重要視されるの
は、移住後の社会におけるリレーションシッ
プである。移住後の社会における家族や親族
との関係、また地域住民との関係をいかに良
好に積み上げてきたのかが日本社会とつな
がる貴重な手段なのである。そして、このつ
ながりを良好にするためには、少なからず地
域社会の規範的を受け入れる必要があると
いうことである。言い換えれば「地域の溶け
込み度」と言ってもいいのかも知れない。そ
れが可能だった移住女性は、A（キーパーソ
ン型）と B（定着努力型）の層の中で、ある
程度見える存在として社会で活躍している
と言える。 
問題は、C,D の層の人々をどのように包摂す
るかにある。しかしながら、常に社会の表で
参画できる層が Aと B層の人びとであること
から、C（孤立型）と D（放浪型）層の人びと
の存在は忘れがちである。筆者が出会った移
住女性の中には、C や D 層の人が少なからず
存在していた。震災後に支援活動を行った中
で出会ったあるフィリピン人女性 H氏は、来
日 6年で 5才と 2才の子どもがいたが、殆ど
日本語を話せず、深刻な鬱病になっていた
（2012 年現在）。中国人の S 氏は、バスが週
2 回しか通らない地域に住んでいる。運転が
できないため、日本語を習いに出かけること
もできない。H 氏と S 氏の場合、生活の殆ど
を夫に依存している。年上の夫にもしもの事
があれば、どうなるのだろうか。 
 そして、最も不可視化されているのが D層
の方々である。彼女らのモビリティは、ます
ます彼女らの存在を見えにくくする。D 層の
多くの移住女性は、生活のため全国のあちら
こちらを放浪しながら仕事をする。その仕事
は、同国出身者によるネットワークで紹介さ
れるようである。ある意味、タクマシイ女性
達とも言えるが、災害において脆弱層である
ことは間違いない。 
重要なのは、実際に日本社会（厳密には東

北）の中で認められる移住者の主な社会関係
資本が、上記の二つが主であることである。
他に移住前に身に着けてきた移住女性の資
源が殆ど認められないため、限定された職種
に固まっている。ジェンダーや人種バイアス
が潜在している「文化規範」が地域統合のロ
ジックとして存在しているため、彼女らの社
会参画には「地域に溶け込む」ことができる
まで長時間が必要になる。さらに、そのつな
がりは壊れやすい。これは、移住女性だけの
問題ではなく、一般女性達にも、さらには地



域内で多様な属性を持つ人々にもふりかか
る問題であろう。 
 
【図１ 移住女性の類型図―二つの社会資
源を軸に】 
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